
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
③消費下支え等を
通じた生活者支援

物価高騰臨時対応支援事業（R６国
補正分）

（№5と№6事業は同一事業）
①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた村民に対
して消費を下支えする事を目的とし臨時的に商品券を発行する。
②商品券の発行/事務費（通信運搬費、手数料、商品券作成費等）
③（商品券）5,000円×6,550名＝32,750千円
　 （事務費）
　 通信運搬費　1,363千円
　 手数料　　　　1,638千円
　 委託料　　　　2,082千円（印刷処理・紙折処理・封入封緘処理等）
　　　合　計　37,833千円（内、32,000千円）
④住民全般
※その他の経費：一般財源 192千円

R7.6 R7.12

2
③消費下支え等を
通じた生活者支援

物価高騰臨時対応支援事業（R７国
予備費分）

（№5と№6事業は同一事業）
①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた村民に対
して消費を下支えする事を目的とし臨時的に商品券を発行する。
②商品券の発行/事務費（通信運搬費、手数料、商品券作成費等）
③（商品券）5,000円×6,550名＝32,750千円
　 （事務費）
　 通信運搬費　1,363千円
　 手数料　　　　1,638千円
　 委託料　　　　2,082千円（印刷処理・紙折処理・封入封緘処理等）
　　　合　計　37,833千円（内、5,833千円）
④住民全般
※その他の経費：一般財源 475千円

R7.6 R7.12
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